
管 理 職 特 別 セ ミ ナ ー
～自治体経営の課題～

13:00～13:25 開講のことば、研修日程等説明

令和６年度

当研修所では、全国の市区町村の管理職（部課長級）の皆様を対象に宿泊型のセミ
ナーを開催しております。

今回は、令和７年１月１４日(火)と１５日(水)の２日間、それぞれの分野でご活躍され

ている講師の皆様にご講演をいただきます。

多くの皆様のご参加を、お待ち申し上げております。

令和７年１月１４日（火）・１５日（水） ＜２日間＞

日程等

日程

場所

１月

1４
日

（火）

市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

千葉市美浜区浜田1-1（JR幕張本郷駅・海浜幕張駅よりバス10分）

研修内容

講演１

17:30～ 情報・意見交換会（夕食）
※状況により開催を見合わせる場合があります。

１月

1５
日

（水）

講演２

講演３

講演４

12:15～12:20 閉講のことば

※ 上記の講演は、同時期に開催する「市町村長特別セミナー（定員８０ 名）」 の受講者も参加すること

としております。

※ 講演の内容等は、変更となる場合がございます。

（11:30～12:30 受付）

〔主催〕市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）

〔共催〕総務省

13:30～15:00 

ローカル線で地域を元気にする方法

大井川鐵道株式会社社長（元いすみ鉄道株式会社社長） 鳥塚 亮 氏

15:15～16:45

イオンが目指す地域とともに歩む豊かな未来

イオン株式会社 執行役副社長 人事・生活圏推進担当 渡邉 廣之 氏

9:00 ～10:30

（仮題）地方行財政の課題

総務省総務審議官 原 邦彰 氏

10:45～12:15

自治体ＤＸの課題と進め方～官・民双方の観点から～

株式会社SHIFT 第二事業本部 公共事業部長（元デジタル庁統括官）

篠原 俊博 氏



開催要領

対 象 部課長級の管理職

募集人数 ３０名

宿 泊 研修所宿泊棟（宿泊型研修） ※外泊はできません。

参加費 4, 900円 ※食費等を含まない予定額となります。

申込期限 令和６年１１月６日（水）まで

申込方法 必ず職員研修担当課を通じてお申し込みください。
◆市町村アカデミーのホームページ画面右端の「✎申込みはこちら」から

「電子申込」サイトにアクセスし、お申込みください。

※「電子申込」サイトのログインＩＤ・パスワードは、各自治体へお送り

した「令和６年度研修計画」の冊子（29ページ）をご確認ください。

決定通知 申込み受理後、決定通知と併せて必要な資料を送付いたし

ます（申込期限前に締め切った場合でも、決定通知の送付

は１１月６日以降となります。）。

問合せ先
公益財団法人全国市町村研修財団
市町村職員中央研修所（市町村アカデミー）
担当：佐藤・森見

〒261-0025 千葉市美浜区浜田1丁目1番地
📞📞：043-276-3126（研修部）
ＵＲＬ：https://www.jamp.gr.jp/

※ 申込人数が先着順で定員に達したときは、申込期限前であっても

募集を締め切らせていただく場合があります。

講 師 紹 介

【講演１】鳥塚 亮 氏（大井川鐵道株式会社社長（元いすみ鉄道株式会社社長））
1990年ブリティッシュエアウエイズ入社。旅客運航部長を経て、2009年公募で
いすみ鉄道株式会社の社長に就任。「訓練費用自己負担運転士」「ムーミン列車の運行」
「物販の拡充」等で経営の立て直しを図り、鉄道存続に筋道をつけた。2018年６月同社社長を
任期満了に伴い退任。その後、えちごトキめき鉄道代表取締役社長を経て、2024年６月より現職。

【講演２】渡邉 廣之 氏（イオン株式会社 執行役副社長 人事・生活圏推進担当）
1982年伊勢甚ジャスコに入社。1994年よりイオン本社人事部勤務。
2006年銀行業参入に携わり、2012年にイオンフィナンシャルサービス取締役、
2015年イオン銀行代表取締役社長、2017年イオンフィナンシャルサービス取締役副社長を歴任。
2018年にイオン株式会社執行役、2022年に同社執行役副社長、2024年より現職。

【講演３】原 邦彰 氏（総務省総務審議官）
1964年生まれ、神奈川県出身。東京大学法学部卒業。1988年自治省(現総務省)入省。
和歌山県総務部長、和歌山県副知事、総務省自治行政局市町村課長、自治財政局財務調査課長、
調整課長、内閣官房内閣総務官室内閣審議官、内閣官房内閣総務官、総務省官房長、自治財政局長、
消防庁長官を歴任。2024年７月総務省総務審議官。

【講演４】篠原 俊博 氏（株式会社SHIFT 第二事業本部 公共事業部長（元デジタル庁統括官））
1987年自治省入省。在ヨルダン日本国大使館、総務省自治行政局住民制度課外国人住民制度
企画室長、自治財政局財政課参事官、内閣官房社会保障改革担当室参事官、自治行政局住民制度課長、
自治行政局行政課長、大臣官房審議官、地方公共団体情報システム機構副理事長、
デジタル庁統括官、2024年９月より現職。愛媛県、鹿児島県において地方公共団体勤務も経験。

https://www.jamp.gr.jp/
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